
事 前 評 価 調 書 

Ⅰ 事業概要

事 業 名 林道事業（過疎山村地域代行林道事業） 

地 区 名 田平沢平瀬線 

事業箇所 豊田市立岩町中沢他 地内 

事業のあら

まし 

本路線は豊田市の東南部（旧下山村）に位置し、「市道下山神殿立岩線」を起点とし、「県道東大

見岡崎線」を終点とする幹線的な林道である。 

豊富な森林資源を有する当地域において、林道を開設することにより、経済的かつ効率的に森林

整備を進め、森林の持つ水源涵養機能や災害防止機能などの公益機能を高めるとともに木材の生産

性を向上させることを目的とする。 

事業目標 

【達成（主要）目標】 

林道を開設することにより、事業着工後、間伐等の森林整備を１年当たり利用区域面積（332ha）

の２％実施する。 

【副次目標】 

 ― 

事 業 費 
事業費 内訳 

16.5億円 ■工事費 16.5億円、□用補費   億円、□その他   億円 

事業期間 採択予定年度 平成26年度 着工予定年度 平成27年度 完成予定年度 平成36年度 

事業内容 
延長11,000ｍ 幅員4.0ｍ 

Ⅱ 評価

①
事
業
の
必
要
性

1) 必要性 区域内の森林は、間伐などの森林整備が必要な状況だが、路網が未整備のため森林整備が進

まない状況である。 

また、森林資源を有効利用するため、木材を搬出できる路網の整備が必要である。 

判定 

あＡ 
A：現状の課題又は将来の予測から事業の必要性がある。 

B：現状の課題又は将来の予測が十分把握されていない。 

【理由】 

森林整備の実施及び木材搬出のために、路網の整備が必要である。 

②
事
業
の
効
果

1) 貨幣価値

化可能な

効果（費

用対効果

分 析 結

果） 

【貨幣価値化可能な効果（費用対効果）分析結果）】 

区分 
事前評価時 

備考 
(基準年：H25) 

費用 

(億円)

事業費 13.2

合計（Ｃ） 13.2

効果 

(億円)

木材生産便益 7.0

森林整備経費縮減便益 7.1

合計（Ｂ） 14.1

費用対効果分析結果（Ｂ/Ｃ） 1.07

【貨幣価値化可能な効果（費用対効果）分析手法】 

「林野公共事業における事前評価マニュアル」に基づき算出している。 

（別紙１）



2) 貨幣価値

化困難な

効果 

 特になし。 

判定 

Ａ 
A：十分な事業効果が期待できる。 

B：十分な事業効果が期待できない。 

【理由】 

 費用対効果分析結果から十分な効果が期待される。 

③
事
業
の
実
効
性

1) 事業計画

2) 地元の合

意形成 

 林道工事に関する期成同盟会が設立されており、地元の合意形成が図られている。また、森

林整備の計画樹立に向けた会議等も順次行われている。 

3) 環境への

影響 

路線の線形は、自然環境に配慮した計画としている。 

また、森林整備を実施することで、森林の持つ公益的機能を向上させることができる。 

判定 

Ａ 
A：事業計画の実効性が期待できる。 

B： 事業計画の実効性が期待できない。 

【理由】 

 地元の合意形成が図られているなど、事業の実効性が期待できる。 

④
事
業
手
法
の
妥
当
性

1) 代替案の

比較検討

結果 

森林整備の実施及び木材を搬出するためには林道開設は不可欠で、比較対象となる代替案は

ない。 

判定 

Ａ 
A：手段に代替性がなく妥当である。又は、手段には代替性があるが当該手段が

最も妥当である。 

B：手段には代替性があり、改善の余地がある。 

【理由】 

代替案もなく、最も妥当な事業計画である。 

Ⅲ 対応方針（案）

事業実施は 

妥当である 

事業実施が妥当である。：上記①～④の評価ですべてＡ判定であるもの。 

事業実施は妥当でない。：上記以外のもの。

Ⅳ 事後評価実施の有無と主な評価内容 

■対象（事業完了後 ５年目） □対象外  

【事業完了後５年を越えて実施する理由・対象外の理由】 

【主な評価内容】 

間伐等の森林整備の状況から事業効果を確認する。 

Ⅴ 事業評価監視委員会の意見 

田平沢平瀬線の対応方針(案)[事業実施]を了承する。 

Ⅵ 対応方針 

事業実施 

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

調査・設計

工事

・林道開設工事

工種
区分

事業費（億円） 9.66.9


